
1 
 

「雲南市公共施設等総合管理計画」の改訂等に関する 

ご意見・アンケート【ご質問】 

 

◆項目 1：保有量・配置の適正化に向けた基本的な考え方について 

 

ご質問内容① 

大災害が発生したときの避難所については、充足しているとは言えないのではな

いか。更地になるのも近い撤去工事中の公共施設の残骸を見るたびに、避難所とし

て整備すればよかったのにと思ってしまう。すぐに人でいっぱいになりそうな交流

センターや川のそばの小学校、破損が目立つ体育館に避難するよりも、安全面はと

もかく、自分の家の屋根に垂直避難した方が良さそうと思ってしまう。 

回   答 

避難所の充足に関する考え方についてお答えします。市内には指定避難所

と指定緊急避難場所を兼ねて 81 施設、指定緊急避難場所 3施設があります。 

指定避難所は、災害により住宅を失った場合等において、一定期間生活す

るための施設であり、R7 年 6 月 1 日現在の収容可能人数は、約 20,000 人

（20,339 人）、指定緊急避難場所は、切迫した災害の危険から身の安全を確保

するために一時的に非難する場所で、収容可能人数は約 33,000 人（33,339 人）

となっております。 

一方、「島根県地震・津波被害想定調査報告書」にある本市の最大想定避難

者数は約 4,600 人です。 

また、指定避難所は、平時から人の往来があり、電気やガス、水道等が通

っている交流センターや学校施設等を基本としており、災害時には、安全面

を確認した上で開設することとしております。 

 

◆項目 2：維持・管理の適正化に向けた基本的な考え方について 

 

ご質問内容① 

「脱炭素化の推進」における、雲南市が進めておられる「森林バイオマスエネ

ルギー事業」の位置づけと現状（成果・課題 等）を教えてください。 

回   答 

「森林バイオマスエネルギー」の活用については、「再生可能エネルギーの

推進」の施策として、R6 年 3 月に策定した「雲南市脱炭素社会実現計画」に

位置付けております。市では林地残材の有効活用手段として、市民による収集

を行い、チップ化したものを市内 6 つの公共施設でバイオマスボイラー活用

しています。このバイオマスボイラーは地産地消の再生可能エネルギーであ

り、化石燃料に比べて木質チップは安価である反面、施設の維持管理に費用が
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かさむ傾向にあります。 

また、市では薪ストーブ等の支援も行っておりバイオマスエネルギーの普

及に努めています。 

 

ご質問内容② 

施設内での脱炭素化（太陽光発電など）での電気料金は、どれくらい負担が

減っているのか知りたい。脱炭素化することで本来の生活に不自由を感じる

場合、簡単には進まないと思います。雲南市内での成功？事例があれば知りた

い。 

回   答 

R６年３月に策定した「雲南市脱炭素社会実現計画」では、「①くらしの豊か

さの向上」、「②適応力（レジリエンス）の向上」、「③地域経済循環の向上」の

３つの柱を掲げ、脱炭素社会実現に向けた取組を進めています。 

 例えば、蛍光灯からＬＥＤ照明に交換すれば消費電力は 1/5～1/6 程度に抑

えられ、太陽光発電ではこれまでのＦＩＴ（国による固定価格買取り制度）売

電ではなく、自家消費をすることで購入する電気よりも安価な電力を使うこ

とができます。（自家消費は、再エネ賦課金、燃料調整費等の負担もない）ま

た、災害等の停電時においても電気を使うことができます。 

 こうした取組により、生活環境は変わらずとも電気代の支出を下げること

ができます。加えて、一般家庭等では、高効率エアコン・給湯器への更新や窓

リフォーム（ペアガラス）などは、現在、国からの支援もあり省エネを図るこ

とでエネルギーコストの削減を図ることができます。 

 こうした取組の公共施設での例としては、雲南市役所本庁舎や木次子育て

支援センターがあります。いずれも ZEB※1（ゼブ）水準で建設されており、

基準値に対する一次エネルギー消費量削減率が 75％以上を実現している建物

です。また、加茂文化ホールラメールは、ZEB 改修を現在行っています。 

 また、一般住宅では建築基準法の改正により、2025 年 4 月以降はすべての

新築住宅に「省エネ基準適合」が義務化され、2030 年度以降の新築は ZEH※2

（ゼッチ）水準の省エネ性能の確保が求められます。 

 こうした、省エネ基準に適合した建物は、光熱費の削減に加え、冬は暖かく

夏は涼しいなど生活をするうえでの快適性とヒートショック予防など健康面

にも影響をもたらします。 

 一方で、公共施設の建設・改修や設備等の導入には多額の予算が必要となる

ことから、国の有利な財源を確保し進めていく必要があります。 

 加えて、太陽光発電や蓄電池設備の導入は、PPA 事業※3での導入により初

期コストの低減を図ることとし、今年度は１３の公共施設で太陽光発電及び

蓄電池の導入を進めています。PPA 事業による太陽光発電及び蓄電池の導入
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は、公共施設に限らず事業所、一般家庭へ普及を図る計画としています。 

 

※1 ZEB…ネット・ゼロ・エネルギー・ビルの略称で、省エネや創エネを通じ

て、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすること

を目指す非住宅建築物のこと 

 

※2 ZEH…ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの略称で、「エネルギー収支を

ゼロ以下にする家」という意味。家庭で使用するエネルギーと、太陽

光発電などで創るエネルギーをバランスして、1年間で消費するエネ

ルギーの量を実質的にゼロ以下にする家のこと 

 

※3 PPA…「第三者所有モデル」とも呼ばれ、PPA 事業者が需要家の敷地や屋

根などのスペースに、太陽光発電設備等を無償で設置・維持管理して

電気を供給する仕組み。需要家は、自家消費する電力代を負担する。 

 

ご質問内容③ 

審議会で、施設の有効活用について、譲渡や売買の話があるとのことでした

が、そのような契約手続きの手順や公募はどのように情報公開されているの

でしょうか。 

回   答 

 雲南市では、「市有財産利活用基本方針」に基づき、市有財産利活用（譲渡

や処分を含む）の流れや「個別資産利活用方針」を定め、主に市のホームペー

ジにおいて、売却予定財産の情報、公有財産売却公告入札、公有財産の貸付等

について広く情報公開を行っています。 

※詳しくは、雲南市 HP_ https://www.city.unnan.shimane.jp/  

トップ＞市政情報＞公住財産をご覧ください。 
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